
　
水
道
事
業
は
、
今
後
、
少
子
高
齢
化
の
進
行
、
人
口
減
少
や
節
水
型
機
器
の
普
及
、
節
水
意
識
の
浸
透
な
ど
に
よ
り
、
経
営
基
盤
で
あ
る
給
水

収
益
の
減
少
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
一
方
で
、
老
朽
配
水
管
の
布
設
替
え
や
主
要
配
水
管
の
耐
震
化
、
合
併
町
と
の
相
互
連
絡
管
の
布
設
、
浄
水
場

施
設
の
改
修
な
ど
、
各
種
施
設
の
改
良
や
更
新
整
備
に
多
大
な
経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
、
水
道
事
業
は
厳
し
い
経
営
が
予
想
さ
れ
ま
す
。 

　
こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
将
来
に
亘
っ
て
安
全
で
良
質
な
水
道
水
を
安
定
し
て
お
届
け
す
る
た
め
に
、
①
経
営
基
盤
の
強
化
、
②
お
客
さ
ま
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
、
③
安
全
な
水
の
供
給
、
④
安
定
給
水
シ
ス
テ
ム
の
充
実
、
⑤
災
害
対
策
の
充
実
、
⑥
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
の
強
化
、
の
6

つ
の
基
本
方
針
を
柱
と
し
た
、
高
松
市
水
道
事
業
基
本
計
画
を
策
定
し
て
い
ま
す
。 

　
今
年
度
の
「
み
ん
な
の
水
」
で
は
、
こ
れ
ら
の
基
本
方
針
を
、
今
回
を
含
め
5
回
シ
リ
ー
ズ
で
ご
紹
介
し
ま
す
。
初
回
と
な
る
今
号
で
は
①
経

営
基
盤
の
強
化
、
を
ご
紹
介
し
、
次
号
で
は
②
お
客
さ
ま
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
、
を
ご
紹
介
す
る
予
定
で
す
。 

将
来
の
給
水
量
減
少
に
伴
う
、
水
道
料
金
収
入
の
 

減
収
に
対
応
し
た
支
出
経
費
の
抑
制
 

事
務
事
業
や
施
設
整
備
事
業
等
の
見
直
し
に
よ
る
 

経
費
の
削
減
 

財
政
収
支
計
画
の
見
直
し
 

給
水
原
価
の
抑
制
に
よ
る
現
行
水
道
料
金
水
準
の
 

維
持
 

企
業
債
の
借
入
額
抑
制
と
高
金
利
の
企
業
債
の
繰
 

上
償
還
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水道水をつくり、お客さまのご家庭まで送り届 
けるための経費と水道料金などの収入です。　 （　　　　　　　　） 

　水道水を作るための費用や、県営水道用水から

の受水費用、配水管などの維持管理費用、水道メ

ータの検針や料金の計算費用などで、支出額の合

計は80億4千万円となっており、平成19年度に

比べ1億9千万円削減しています。 

水道施設を整備・拡充するために必要な経費と 
財源です。 （　　　　　　　　） 

　幹線道路への配水管の布設や老朽配水管の布設

替え、合併町との相互連絡管の布設などの管網整

備をはじめ、各浄水場の施設整備や更新を行うほ

か、高地区配水池等の施設整備など支払額は28

億9千万円となっています。 

　浄水場の整備や配水管整備事業の財

源に充てるための国などからの借入金

は、平成9年度をピークに減少に転じ

ています。平成19年度には、高利率

の企業債の繰上償還（13億9千万円）

を行いました。この結果、利子が2億

7千万円軽減されることとなりました。

　今後も将来負担とならないよう企業

債借入額の縮減に努めます。 
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20（年度） 
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総
給
水
量
（
千
„
） 

有
収
水
量
（
千
„
） 

給
水
人
口
（
人
） 

（年度） 

　総給水量　　　給水人口 

  水道 
  施設を更新 
  するための費用 
（減価償却費など） 
  18億円 
（22.4%） 
 

水道管などの維持管 
理、メータの取り替 
えや料金計算などの 
費用17億2千万円 
（21.4%） 
 

国などからの 
借入金利息 
4億8千万円 
（5.9%） 
 水道料金 

84億3千万円 
（96.0%） 
 

その他 
（分担金・ 
受取利息など） 
3億5千万円 
（4.0%） 
 

事業運営全般に係る 
費用7億3千万円 
（9.1%） 
 

県からの水の購入代金 
や安全な水をつくる 
費用33億1千万円 
（41.2%） 
 

国庫補助金など 
1億9千万円 
（27.5%） 
 

施設を建設したり、 
古い施設等を新しく 
整備する費用 
20億9千万円 
（72.3%） 
 

不足額22億円には内部 
資金（減価償却費など） 
を充てます。 

国などへの借入 
金の元金を返済 
する費用 
7億6千万円 
（26.3%） 
 

メーターや 
車などの購 
入費用 
4千万円 
（1.4%） 
 

工事負担金など 
2億8千万円 
（40.6%） 
 

国などからの借入金 
2億2千万円（31.9%） 
 

※平成19年度は見込み 
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